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１．優先啓開航路について（案） 



１．優先啓開航路について（案） 

・海溝型地震時の航路啓開の優先順位については、海溝型地震時の大阪湾BCP（案）に考え方を示してい
るところであり、被災状況等に応じて、近畿地方整備局が中心となって啓開順位を見直すこととなっている。 

 
・平成26年12月に行った訓練結果では、優先して啓開する航路を決めるための調整の場が必要との意見
であったが、第7回大阪湾港湾機能継続計画推進協議会では、南海トラフ巨大地震のような広域災害とな
れば、国が主体となって作業船を配船することが想定されるので、近畿地方整備局が中心となって優先啓
開航路を決める必要があるとの意見があった。 

 
 

＊航路啓開する経路の優先順位は、同一府県・同一港内において以下の考えに従い実施する。なお、被災の状況に応じ
て、近畿地方整備局が中心となって啓開順位を見直すものとする。 

   1)堺２区基幹的広域防災拠点に接続する水域 
   2)緊急物資輸送用の耐震強化岸壁に接続する水域 
    ⅰ)国際コンテナ物流の用に供する耐震強化岸壁と共通して利用可能な水域 
    ⅱ)その他の緊急物資輸送用の耐震強化岸壁 
   3)国際コンテナ物流の用に供する耐震強化岸壁に接続する残水域 
   4)復旧・復興に必要となるエネルギー関連の岸壁に接続する水域 
＊エネルギー関連の航路泊地等の啓開については、需要や被災の状況に応じ、近畿地方整備局が中心となって、関係者
と調整の上、手順の変更を行う。 

近畿地方整備局は、必要に応じて関係機関と調整の上、優先啓開航路を決定したい。 

＜海溝型地震時の大阪湾BCP（案） P8より ＞ 
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（参考）東日本大震災時における港湾の初動対応 
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（参考）仙台塩釜港（仙台港区）の航路啓開 
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揚収地点 

障害物の撤去状況 （５月２１日 作業終了）  
  （揚収物の内訳） 
   コンテナ ３３５個、自動車 ２６ 台、その他 ７４ 個 

■仙台塩釜港（仙台港区）の航路啓開 平成23年3月14日 海底状況の確認調査開始 

平成23年3月15日 航路啓開作業に着手、高松埠頭岸壁前面の音速深浅測量実施、

ナロｰマルチビームによる海域地形測量実施 

平成23年3月17日 高松埠頭（-12m）１バースが利用可能となり、九州地方整備局

の海翔丸が入港し、支援物資及び資機材を搬入。 

平成23年3月18日 高松埠頭（-12m）１バースが一般開放、引き続き航路啓開作業

及び海域地形測量実施 

平成24年1月10日 公共岸壁（-4.5m以上）22バース中21バ－スが開放（一部暫定） 

平成24年1月22日 外貿定期コンテナ航路である北米航路が再開 
■測量による異常点分布状況 ５３１地点 

■障害物の引き揚げ作業 



（参考）東日本大震災時における港湾の利用開始時期 
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２．迅速な航路啓開の手続きについて 



２．迅速な航路啓開の手続きについて 

・海溝型地震時の大阪湾BCP（案）では、「迅速な作業着手ができるよう、予め、各拠点の応急復
旧に必要な海上工事に関する手続き書類を準備しておく。」となっている。 

 

・そのため、第五管区海上保安本部と近畿地方整備局とで協議を行い、海上工事に関する手続き
書類の事前準備や航路啓開に係る測量に関する技術的ポイントをまとめた。 

大規模地震・津波発生
時の大阪湾BCPに基
づく緊急物資輸送等に
かかる航路啓開活動
に関する申し合わせ 

大規模地震・津波発生
時の大阪湾BCPに基
づく緊急物資輸送等に
かかる航路啓開実施
要領 

別添資料１ 

港内作業許可申請書 

 

【測量】【撤去】 
事前確認用 

↓ 
【測量】【撤去】 

発災時の要件確認表 

別添資料2 

航路啓開（測量（技術））の
手引き 

 

【 近畿地方整備局と第五管区海上保安本部との協定 】 

近畿地方整備局と 

第五管区海上保安本部と
で協定締結 

協定に基づく航路啓開活
動の具体的な手順、連携
事項 

実施要領に基づく工事作
業許可に関する事前の安
全確認 

実施要領に基づく水路測量
に関するマニュアル 
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・協定締結による港内作業許可申請書の具体的な手続きの流れ 

【発災前】 事前確認用 
 
発災前に確認できる要件を確認し、
作業許可申請書を作成する。確認
できない部分は空欄として港長協
議を行う。 

【発災後】 発災時の要件確認表 
 
発災後でなければ確認できない要
件を抽出したものを作成し、発災
後に提出する。 
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２．迅速な航路啓開の手続きについて 

【協定締結前】 

【発災後】 
作業許可申請書を作
成し、港長協議を行う。 

【協定締結後】 

作成書類のイメージ 

作成書類のイメージ 

作成書類のイメージ 

【発災前】  
特になし 



9 

３．大阪湾に係る緊急確保航路の
啓開作業の情報提供について 



３．大阪湾に係る緊急確保航路の啓開作業の情報提供について 

・緊急確保航路の啓開作業等に関する情報提供については、「大阪湾運航サポート協議会」も活用する方
向で検討している。また、以下に示す図のような情報提供を検討している。 

図 H.P.上での作業状況の提供イメージ 
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【凡　例】

  耐震強化岸壁
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【凡例】

緊急確保航路

ブイ

基幹的広域防災拠点

耐震強化岸壁（緊急物資）

：漂流物発生箇所

：啓開作業中

：深浅測量中



（参考）東日本大震災での情報提供図 

道路の啓開状況と航路の啓開状況を示した図 

（出典：「「くしの歯」接続点詳細図」、東北地方整備局） 
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港湾の復旧状況を表した図 

（出典：「茨城県内港湾の被災及び復旧状況」、関東地方整備局） 12 

（参考）東日本大震災での情報提供図 


